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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,038,206

①生活インフラ・国土保全 2,077,558 (2) 長期未払金

②教育 2,462,104 ①物件の購入等

③福祉 166,024 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 86,219 ③その他

⑤産業振興 2,375,109 長期未払金計 1,851

⑥消防 59,893 (3) 退職手当引当金 379,944

⑦総務 1,417,649 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 8,644,556 固定負債合計 2,420,001

(2) 売却可能資産 2,450

公共資産合計 8,647,006 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 236,765

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 115,835 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 36,208 (5) 賞与引当金 23,695

投資及び出資金計 79,627 流動負債合計 260,460

(2) 貸付金 3,000

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 2,680,461

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 337,808

③土地開発基金 85,300 [純資産の部]

④その他定額運用基金 300 １　公共資産等整備国県補助金等 2,615,435

⑤退職手当組合積立金 254,414

基金等計 677,822 ２　公共資産等整備一般財源等 5,642,288

(4) 長期延滞債権 13,448

(5) 回収不能見込額 △ 2,453 ３　その他一般財源等 △ 10,974

投資等合計 771,444

４　資産評価差額 743

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 8,247,493

①財政調整基金 801,000

②減債基金 950

③歳計現金 704,958

現金預金計 1,506,908

(2) 未収金

①地方税 2,285

②その他 311

③回収不能見込額 0

未収金計 2,596

流動資産合計 1,509,504

資　　産　　合　　計 10,927,954 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,927,954

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち1,907,172千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 3,743,780 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 2,362,479 千円 2,362,479 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 1,851 千円 1851 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 1,200,937 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 52,983 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 125,530 千円 125,530 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 3,623,497 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,260,266 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 30,436 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 2,332,795 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 120,283 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は328,772千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は12,334,361千円です。

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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0
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6,215

28,589

147,110
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項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

1,200,937

52,983

0



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 2,108,171

①生活インフラ・国土保全 1,987,201 (2) 長期未払金

②教育 2,550,792 ①物件の購入等

③福祉 180,875 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 98,144 ③その他

⑤産業振興 2,512,485 長期未払金計 0

⑥消防 70,217 (3) 退職手当引当金 416,251

⑦総務 1,460,018 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 8,859,732 固定負債合計 2,524,422

(2) 売却可能資産 2,450

公共資産合計 8,862,182 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 216,807

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 121,393 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 34,385 (5) 賞与引当金 23,201

投資及び出資金計 87,008 流動負債合計 240,008

(2) 貸付金 3,000

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 2,764,430

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 134,957

③土地開発基金 85,200 [純資産の部]

④その他定額運用基金 300 １　公共資産等整備国県補助金等 2,708,915

⑤退職手当組合積立金 243,695

基金等計 464,152 ２　公共資産等整備一般財源等 5,482,232

(4) 長期延滞債権 13,723

(5) 回収不能見込額 △ 1,586 ３　その他一般財源等 84,209

投資等合計 566,297

４　資産評価差額 743

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 8,276,099

①財政調整基金 800,000

②減債基金 945

③歳計現金 807,632

現金預金計 1,608,577

(2) 未収金

①地方税 3,030

②その他 443

③回収不能見込額 0

未収金計 3,473

流動資産合計 1,612,050

資　　産　　合　　計 11,040,529 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,040,529

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち1,952,052千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 3,831,505 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 2,411,952 千円 2,411,952 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 187 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 1,199,108 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 47,702 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 172,556 千円 172,556 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 3,499,688 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 1,057,653 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 35,950 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 2,406,085 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 331,817 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は328,772千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は11,858,326千円です。

貸借対照表
(平成25年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

212,711

6,425

31,270

158,456

1,111,306

0

3,337

1,523,505

677,895

166,301

679,309

1,523,505

0

0

0

70,559

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

187

1,199,108

47,702

0



行政コスト計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 383,404 18.7% 7,127 63,314 51,233 36,053 70,091 8,937 112,533 34,116 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 14,804 -0.7% △ 224 △ 2,402 △ 2,220 △ 1,550 △ 3,023 0 △ 5,167 △ 218 0

１ （３）賞与引当金繰入額 23,695 1.2% 318 3,687 2,984 2,100 4,082 520 8,018 1,986 0

小　　計 392,295 19.1% 7,221 64,599 51,997 36,603 71,150 9,457 115,384 35,884 0

（１）物件費 291,158 14.2% 13,419 36,138 31,833 22,762 31,578 14,955 139,311 1,162 0

（２）維持補修費 18,031 0.9% 13,004 1,541 0 0 3,486 0 0 0

（３）減価償却費 483,455 23.5% 78,405 89,452 23,859 12,415 190,947 10,324 78,053

小　　計 792,644 38.6% 104,828 127,131 55,692 35,177 226,011 25,279 217,364 1,162 0

（１）社会保障給付 136,902 6.7% 512 136,390 0

（２）補助金等 278,109 13.5% 3,100 27,546 22,517 39,748 92,774 61,162 30,907 355 0

３ （３）他会計等への支出額 385,383 18.8% 100 0 152,200 233,083 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

34,385 1.7% 7,856 0 0 2,326 24,203 0 0 0

小　　計 834,779 40.7% 11,056 28,058 311,107 275,157 116,977 61,162 30,907 355 0

（１）支払利息 30,905 1.5% 30,905

（２）回収不能見込計上額 1,001 0.0% 1,001

（３）その他行政コスト 1,851 0.1% 0 1,851

小　　計 33,757 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 30,905 1,001 1,851

2,053,475 123,105 219,788 418,796 346,937 414,138 95,898 363,655 37,401 30,905 1,001 1,851

（　構　成　比　率　） 6.0% 10.7% 20.4% 16.9% 20.2% 4.7% 17.7% 1.8% 1.5% 0.0% 0.1%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 73,550 4,199 621 6,995 6,260 382 180 42,508 0 631 0 11,774

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 11,339 0 8 2,941 35 350 0 4,522 0 0 0 3,483

84,889 4,199 629 9,936 6,295 732 180 47,030 0 631 0 15,257

ｄ／ａ 4.13% 3.4% 0.3% 2.4% 1.8% 0.2% 0.2% 12.9% 0.0% 2.0% 0.0%

1,968,586 118,906 219,159 408,860 340,642 413,406 95,718 316,625 37,401 30,274 1,001 1,851 △ 15,257

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 8,276,099 2,708,915 5,482,232 84,209 743

純経常行政コスト △ 1,968,586 △ 1,968,586

一般財源

地方税 202,904 202,904

地方交付税 1,344,427 1,344,427

その他行政コスト充当財源 107,687 107,687

補助金等受入 276,579 82,677 193,902

臨時損益

災害復旧事業費 △ 3,347 △ 3,347

公共資産除売却損益 13,553 13,553

投資損失 △ 1,823 △ 1,823

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 144,400 △ 144,400

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 208,844 △ 208,844

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 14,417 14,417 0

減価償却による財源増 △ 176,157 △ 305,987 482,144 0

地方債償還等に伴う財源振替 127,216 △ 127,216

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 8,247,493 2,615,435 5,642,288 △ 10,974 743

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OKOKOKOK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

247,712

0

△ 102,674

807,632

1,005

△ 20,757

704,958

2,206,717

166,800

0

2,309,391

0

0

13,553

11,232

24,785

△ 543,290

144,010

216,807

0

568,075

0

0

0

△ 171,440

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
2,002

0

205,156

100

311,595

88,736

47,700

0

3,719

140,155

2,041,777

612,056

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
266,428

34,385

10,782

67,801

6,537

36,532

119,100

1,300

74,679

236,699

21,378

1,429,721

203,558

1,344,427

187,843

136,902

271,901

30,905

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
440,778

291,158



（平成25年度末の住民基本台帳人口 2,598 人） （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 785

①生活インフラ・国土保全 800 (2) 長期未払金

②教育 948 ①物件の購入等

③福祉 64 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 33 ③その他

⑤産業振興 914 長期未払金計 1

⑥消防 23 (3) 退職手当引当金 146

⑦総務 546 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 3,327 固定負債合計 931

(2) 売却可能資産 1

公共資産合計 3,328 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 91

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 45 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 14 (5) 賞与引当金 9

投資及び出資金計 31 流動負債合計 100

(2) 貸付金 1

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 1,032

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 130

③土地開発基金 33 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 1,007

⑤退職手当組合積立金 98

基金等計 261 ２　公共資産等整備一般財源等 2,172

(4) 長期延滞債権 5

(5) 回収不能見込額 △ 1 ３　その他一般財源等 △ 4

投資等合計 297

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 3,175

①財政調整基金 308

②減債基金 0

③歳計現金 271

現金預金計 580

(2) 未収金

①地方税 1

②その他 0

③回収不能見込額 0

未収金計 1

流動資産合計 581

資　　産　　合　　計 4,206 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,206

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち734千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 1,441 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 909 千円 909 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 1 千円 1 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 462 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 20 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 48 千円 48 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 1,395 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 485 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 12 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 898 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 46 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は127千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は4,748千円です。

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

1

0

0

82

2

11

57

392

0

1

546

238

57

251

546

33

0

0

0

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

462

20

0



（平成24年度末の住民基本台帳人口 2,598 人） （単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 811

①生活インフラ・国土保全 765 (2) 長期未払金

②教育 982 ①物件の購入等

③福祉 70 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 38 ③その他

⑤産業振興 967 長期未払金計 0

⑥消防 27 (3) 退職手当引当金 160

⑦総務 562 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 3,410 固定負債合計 972

(2) 売却可能資産 1

公共資産合計 3,411 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 83

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 47 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 13 (5) 賞与引当金 9

投資及び出資金計 33 流動負債合計 92

(2) 貸付金 1

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 1,064

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 52

③土地開発基金 33 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 1,043

⑤退職手当組合積立金 94

基金等計 179 ２　公共資産等整備一般財源等 2,110

(4) 長期延滞債権 5

(5) 回収不能見込額 △ 1 ３　その他一般財源等 32

投資等合計 218

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 3,186

①財政調整基金 308

②減債基金 0

③歳計現金 311

現金預金計 619

(2) 未収金

①地方税 1

②その他 0

③回収不能見込額 0

未収金計 1

流動資産合計 620

資　　産　　合　　計 4,250 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,250

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち751千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 1,475 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 928 千円 928 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 462 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 18 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 66 千円 66 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 1,347 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 407 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 14 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 926 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 128 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は127千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は4,564千円です。

貸借対照表
(平成25年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

82

2

12

61

428

0

1

586

261

64

261

586

0

0

0

27

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

462

18

0



行政コスト計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

（平成25年度末の住民基本台帳人口 2,598 人）

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 148 18.7% 3 24 20 14 27 3 43 13 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 6 -0.7% △ 0 △ 1 △ 1 △ 1 △ 1 0 △ 2 △ 0 0

１ （３）賞与引当金繰入額 9 1.2% 0 1 1 1 2 0 3 1 0

小　　計 151 19.1% 3 25 20 14 27 4 44 14 0

（１）物件費 112 14.2% 5 14 12 9 12 6 54 0 0

（２）維持補修費 7 0.9% 5 1 0 0 1 0 0 0

（３）減価償却費 186 23.5% 30 34 9 5 73 4 30

小　　計 305 38.6% 40 49 21 14 87 10 84 0 0

（１）社会保障給付 53 6.7% 0 52 0

（２）補助金等 107 13.5% 1 11 9 15 36 24 12 0 0

３ （３）他会計等への支出額 148 18.8% 0 0 59 90 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

13 1.7% 3 0 0 1 9 0 0 0

小　　計 321 40.7% 4 11 120 106 45 24 12 0 0

（１）支払利息 12 1.5% 12

（２）回収不能見込計上額 0 0.0% 0

（３）その他行政コスト 1 0.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 1

小　　計 13 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 12 0 1

790 47 85 161 134 159 37 140 14 12 0 1

（　構　成　比　率　） 6.0% 10.7% 20.4% 16.9% 20.2% 4.7% 17.7% 1.8% 1.5% 0.0% 0.1%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 28 2 0 3 2 0 0 16 0 0 0 5

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 4 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 1

33 2 0 4 2 0 0 18 0 0 0 6

ｄ／ａ 4.13% 3.4% 0.3% 2.4% 1.8% 0.2% 0.2% 12.9% 0.0% 2.0% 0.0%

758 46 84 157 131 159 37 122 14 12 0 1 △ 6

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ



（平成25年度末の住民基本台帳人口 2,598 人） （単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 3,186 1,043 2,110 32 0

純経常行政コスト △ 758 △ 758

一般財源

地方税 78 78

地方交付税 517 517

その他行政コスト充当財源 41 41

補助金等受入 106 32 75

臨時損益

災害復旧事業費 △ 1 △ 1

公共資産除売却損益 5 5

投資損失 △ 1 △ 1

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 56 △ 56

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 80 △ 80

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 6 6 0

減価償却による財源増 △ 68 △ 118 186 0

地方債償還等に伴う財源振替 49 △ 49

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0 0

期末純資産残高 3,175 1,007 2,172 △ 4 0

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日



（平成25年度末の住民基本台帳人口 2,598 人）

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OKOKOKOK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は192千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

95

0

△ 8

311

271

849

64

0

889

5

4

10

△ 209

0

△ 40

0

219

0

0

0

0

0

79

0

55

83

0

0

1

54

△ 66

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
1

103

13

4

120

34

18

46

1

29

786

236

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

78

517

72

26

3

14

53

105

12

91

8

550

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
170

112



平成25年度 平成24年度

資産形成度 住民一人当たり資産額（千円） 4,192 4,151

有形固定資産の行政目的別割合 生活インフラ・国土保全 24.0% 22.4%

教育 28.5% 28.8%

福祉 1.9% 2.0%

環境衛生 1.0% 1.1%

産業振興 27.5% 28.4%

消防 0.7% 0.8%

総務 16.4% 16.5%

歳入額対資産比率 362.5%

資産老朽化比率 59.7% 58.2%

世代間公平性 純資産比率 75.5% 75.0%

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 9.9% 10.8%

持続可能性 住民一人当たり負債額（千円） 1,028 1,039

（健全性） 基礎的財政収支（千円） △ 20,757

効率性 住民一人当たり行政コスト（千円） 755

住民一人当たり人件費・物件費等（千円） 455

行政コスト対公共資産比率 23.7%

弾力性 行政コスト対税収等比率 93.5% 臨時財政対策債及び減収補てん債（特例分）の平成25年度発行額 80,000

自律性 受益者負担の割合 4.1%
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